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議案第３０号 

宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例について 

宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例を別紙のとおり提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

総務大臣からの要請に基づき職員給与の減額支給措置を実施するため、新たに宮

代町職員の給与の臨時特例に関する条例を制定したいので、地方自治法第９６条第

１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
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宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２

４年法律第２号）に基づく国家公務員の給与減額支給措置を踏まえ、平成２５年

７月１日から平成２６年３月３１日までの間（以下「特例期間」という。）にお

ける職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条に規定する一般職

に属する職員をいう。以下同じ。）の給与の支給額を減額するため、宮代町職員

の給与に関する条例（昭和３０年宮代町条例第６号。以下「給与条例」とい

う。）等の特例を定めるものとする。 

（給与条例の特例） 

第２条 特例期間においては、給与条例第３条第２項に規定する給料表の適用を受

ける職員（給与条例第４条の２に規定する再任用短時間勤務職員を含む。）に対

する給料月額（当該職員が給与条例附則第２項の規定の適用を受ける者である場

合にあっては、同項本文の規定により半額を減ぜられた給料月額（同条の規定に

よる給料を含む。）をいう。以下同じ。）の支給に当たっては、給料月額から、

給料月額に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ当該各号に定める割合（以下

「支給減額率」という。）を乗じて得た額に相当する額を減ずる。 

（１）職務の級が１級である職員 １００分の１．０７ 

（２）職務の級が２級である職員 １００分の２．０７ 

（３）職務の級が３級である職員 １００分の３．０７ 

（４）職務の級が４級である職員 １００分の４．０７ 

（５）職務の級が５級である職員 １００分の５．０７ 

２ 特例期間においては、給与条例に基づき支給される給与のうち次に掲げる給与

の支給に当たっては、次の各号に掲げる給与の額から、当該各号に定める額に相

当する額を減ずる。 

（１）地域手当 当該職員の給料月額に対する地域手当の月額に当該職員の支給減

額率を乗じて得た額 

（２）給与条例第１９条第１項から第４項までの規定により支給される給与 当該

職員に適用される次のアからウまでに掲げる規定の区分に応じ当該アからウま

でに定める額 

ア 給与条例第１９条第１項 前項及び前号に定める額 

イ 給与条例第１９条第２項又は第３項 前項及び第１号に定める額に１００

分の８０を乗じて得た額 

ウ 給与条例第１９条第４項 前項及び第１号に定める額に、同条第４項の規

定により当該職員に支給される給与に係る割合を乗じて得た額 

３ 特例期間においては、給与条例第１１条に規定する勤務１時間当たりの給与額

は、給与条例第１５条第１項の規定に関わらず、同条の規定により算出した給与

額から、給料月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その

額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除して得た額に当該職員の支
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給減額率を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。 

４ 特例期間においては、給与条例第１２条、第１３条第２項及び第１４条に規定

する勤務１時間当たりの給与額は、給与条例第１５条第２項の規定に関わらず、

同条の規定により算出した給与額から、給料月額及びこれに対する地域手当の月

額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもの

から、４月１日から翌年の３月３１日までの間における休日（土曜日に当たる日

を除く。）及び１２月２９日から翌年の１月３日までの日（休日及び日曜日又は

土曜日に当たる日を除く。）の日数の合計に７時間４５分を乗じて得た額で除し

て得た額に当該職員の支給減額率を乗じて得た額に相当する額を減じた額とする。 

５ 特例期間においては、給与条例附則第３項の規定の適用を受ける職員に対する

第１項、第２項及び前項の規定の適用については、第１項中「、給料月額に」と

あるのは「、給料月額から給与条例附則第３項第１号に定める額に相当する額を

減じた額に」と、第２項第１号中「給料月額に対する地域手当の月額」とあるの

は「給料月額に対する地域手当の月額から給与条例附則第３項第２号に定める額

に相当する額を減じた額」と、同項第２号中「前項及び前号」とあるのは「第４

項の規定により読み替えられた前項及び前号」と、前項中「除して得た額に」と

あるのは「除して得た額から給与条例附則第３項第２号の規定により給与額から

減ずることとされる額に相当する額を減じた額に」とする。 

（職員の育児休業等に関する条例の特例） 

第３条 特例期間においては、職員の育児休業等に関する条例（平成４年宮代町条

例第１３号）第２３条の規定の適用については、同条中「同条例第１５条」とあ

るのは、「宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例（平成２５年宮代町条例第     

号）第２条第３項（同条第４項の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）」とする。 

（職員の勤務時間、休日、休暇に関する条例の特例） 

第４条 特例期間においては、職員の勤務時間、休日、休暇に関する条例（平成７

年宮代町条例第６号）第１５条第３項の規定の適用については、同項中「同条例

第１５条」とあるのは、「宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例第２条第３

項（同条第４項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）」とする。 

（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の特例） 

第５条 特例期間においては、公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成

１４年宮代町条例第１号）第４条の規定の適用については、同条中「給料、扶養

手当、地域手当、住居手当及び期末手当」とあるのは、「給料及び地域手当の額

（これらの給与のうち、宮代町職員の給与の臨時特例に関する条例第２条第１項

及び第２項（同条第４項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定の

適用があるものについては、当該額からこれらの規定により支給に当たって減ず

ることとされる額に相当する額を減じた額とする。）並びに扶養手当、住居手当及

び期末手当」とする。 

（端数計算） 
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第６条 この条例の規定により給与の支給に当たって減ずることとされる額を算定

する場合において、当該額に１円未満の端数を生じたときは、これを切り捨てる

ものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３１号 

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例について 

宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行に伴い、宮代町災害派遣手当等の支

給に関する条例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定

により、この案を提出するものである。 
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宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例 

 宮代町災害派遣手当等の支給に関する条例（平成１８年宮代町条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

 第 1 条中「第１５４条」の次に「及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平

成２４年法律第３１号）第４４条」を加え、「又は武力攻撃災害等派遣手当」を「、

武力攻撃災害等派遣手当又は新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３２号 

宮代町消防団条例の一部を改正する条例について 

宮代町消防団条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

消防団員の資格要件の拡充を図るため、宮代町消防団条例の一部を改正したいの

で、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
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宮代町消防団条例の一部を改正する条例 

宮代町消防団条例（平成２３年宮代町条例第１７号）の一部を次のように改正す

る。 

第４条第１号中「居住する」を「居住し、又は勤務する」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３３号 

平成２５年度宮代町一般会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町一般会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

職員の人事異動及び共済負担金率の改定、職員給与の減額支給措置に係る人件費

補正のほか、国庫及び県補助事業の採択、実施等に伴い、平成２５年度宮代町一般

会計予算に１億３，２１７万７，０００円を追加し、総額を８８億８２７万

７，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、こ

の案を提出するものである。 
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議案第３４号 

平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提

出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

職員の人事異動、共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額

支給措置により、平成２５年度宮代町国民健康保険特別会計予算から１，２１９万

７，０００円を減額し、総額を４０億９，６４２万７，０００円とすることについ

て、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３５号 

平成２５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出す

る。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

職員の人事異動、共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額

支給措置により、平成２５年度宮代町介護保険特別会計予算から５１９万

８，０００円を減額し、総額を２２億９，１１１万８，０００円とすることについ

て、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３６号 

平成２５年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり

提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額支給措置により、

平成２５年度宮代町後期高齢者医療特別会計予算から６４万７，０００円を減額し、

総額を３億６，９９２万９，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条

第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３７号 

平成２５年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり

提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

職員の人事異動、共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額

支給措置により、平成２５年度宮代町公共下水道事業特別会計予算から１，１５９

万円を減額し、総額を８億８，１５２万９，０００円とすることについて、地方自

治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３８号 

平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）を別冊のとお

り提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

職員の人事異動、共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額

支給措置により、平成２５年度宮代町農業集落排水事業特別会計予算に１２１万

７，０００円を追加し、総額を５，１２６万５，０００円とすることについて、地

方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 
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議案第３９号 

平成２５年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について 

平成２５年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

平成２５年５月３０日提出 

宮代町長 庄 司 博 光 

 

 

提 案 理 由 

 職員の人事異動、共済負担金及び退職手当負担金率の改定並びに職員給与の減額

支給措置により、平成２５年度宮代町水道事業会計予算の収益的支出のうち営業費

用を３２７万２，０００円減額し、総額を６億４，６６３万２，０００円とするこ

とについて、地方自治法第２１８条第 1項の規定により、この案を提出するもので

ある。 


